
シンポジウム講演スライド 

 
シンポジウム「かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との連携に関する調査研究」 
 
主催：日本医療薬学会、日本臨床腫瘍薬学会 
後援：日本薬剤師会、日本病院薬剤師会  
日時：令和 2 年 2 月 11 日（火・祝）13 時～16 時 45 分 
会場：日本薬学会長井記念ホール 
参加費：無料 

プログラム 
＜座長＞高橋弘充（東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部） 

安野伸浩（帝京大学医学部附属病院薬剤部） 
13:00 開会挨拶 
       奥田真弘（日本医療薬学会、大阪大学医学部附属病院薬剤部） 
13:05 かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との連携に関する調査研究：趣旨説明 

安原眞人（帝京大学薬学部） 
13:20 長崎県における経口抗がん薬の PBPM 

佐々木均（長崎大学病院薬剤部） 
13:50 全国の薬局の情報共有に関する調査結果と八尾地域での取組 
     小枝伸行（八尾市立病院事務局） 
14:20 昭和大学横浜市北部病院地域での緩和領域の PBPM への取組 
     縄田修一（昭和大学横浜市北部病院薬局） 

村田勇人（クオール薬局港北店） 
 
14:40 休息（15 分） 
 
＜座長＞有澤賢二（日本薬剤師会） 

山本弘史（長崎大学病院臨床研究センター） 
14:55 医療機関と保険薬局の連携推進 DVD の制作と連携の課題 
     松井礼子（国立がん研究センター東病院薬剤部） 

長久保久仁子（メディカルファーマシィーミキ薬局） 
15:40 特別講演：薬機法等改正と薬剤師への期待 
     安川孝志 （厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 薬事企画官/医薬情報室長） 
16:40 閉会挨拶 
     遠藤一司（日本臨床腫瘍薬学会）  
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1

令和元年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療
機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）シンポジウム

かかりつけ薬剤師・薬局の
多機関・多職種との連携に

関する調査研究

帝京大学薬学部
安原眞人

2020年2月11日 日本薬学会長井記念ホール

年月 厚労省関係 その他

平成22年4月
医政局長通知「医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進
について」

平成24年4月診療報酬改定（病棟薬剤業務実施加算、在宅患者調剤加算新設）

平成25年1月 医薬品インターネット販売訴訟最高裁判決

6月 日本再興戦略

7月 ディオバン事件京都府立医大調査報告

11月
薬事法改正（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確
保等に関する法律）

12月薬事法及び薬剤師法の一部改正（要指導医薬品）

平成26年1月薬局の求められる機能とあるべき姿

平成27年2月 薬歴未記載問題

3月
規制改革会議公開ディスカッション「医薬分業における規
制の見直し」

6月 経済財政運営と改革の基本方針2015

10月患者のための薬局ビジョン

平成28年4月
診療報酬改定（かかりつけ薬剤師指導料新設、大型門前薬局の評
価見直し）

6月プロトコールに基づく薬物治療管理（PBPM）導入マニュアル

10月健康サポート薬局届出開始

平成29年1月 ハーボニー配合錠偽造品流通

4月臨床研究法 処方箋付け替え不正

9月 グレーゾーン解消制度による経産省回答

10月
財政制度分科会（調剤報酬の改革）
経済財政諮問会議（経済財政一体改革）

11月 行政改革推進会議行政事業レビュー（調剤報酬）

平成30年4月
診療報酬改定（薬局に対する地域支援体制加算新設、多剤投薬適
正化の取組評価、門前薬局等の評価見直し）

12月厚生科学審議会医薬品医療機器制度部会とりまとめ

令和元年4月医薬・生活衛生局総務課長通知（調剤業務のあり方）

6月 経済財政運営と改革の基本方針2019

12月薬機法等の一部改正法公布

第二十五条の二に次の一項を加える。
２ 薬剤師は、前項に定める場合のほか、調剤した

薬剤の適正な使用のため必要があると認める場合には、
患者の当該薬剤の使用の状況を継続的かつ的確に把握
するとともに、患者又は現にその看護に当たつている
者に対し、必要な情報を提供し、及び必要な薬学的知
見に基づく指導を行わなければならない。

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の
確保等に関する法律等の一部を改正する法律案

（令和元年12月4日公布）

患者自身が自分に適した薬局を選択できるよう、
機能別の薬局の知事認定制度（名称独占）を導入

○地域連携薬局：
入退院時や在宅医療に他医療提供施設と連携し
て対応できる薬局

○専門医療機関連携薬局：

がん等の専門的な薬学管理に他医療提供施設と
連携して対応できる薬局

 厚生労働省医政局長通知 （平成22年4月30日）

「医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について」
現行制度の下において薬剤師が実施することができる業務

① 薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期間等の変更や検査のオーダについて、
医師・薬剤師等により事前に作成・合意されたプロトコールに基づき、専門的知見の
活用を通じて、医師等と協働して実施すること。

② 薬剤選択、投与量、投与方法、投与期間等について、医師に対し、積極的に処
方を提案すること。

③ 薬物療法を受けている患者（在宅の患者を含む）に対し、薬学的管理（患者の
副作用の状況の把握、服薬指導等）を行うこと。

④ 薬物の血中濃度や副作用のモニタリングに基づき、副作用の発現状況や有効
性の確認を行うとともに、医師に対し、必要に応じて薬剤の変更等を提案すること。

⑤ 薬物療法の経過等を確認した上で、医師に対し、前回の処方内容と同一の内
容の処方を提案すること。

⑥ 外来化学療法を受けている患者に対し、医師等と協働してインフォームドコンセ
ントを実施するとともに、薬学的管理を行うこと。

⑦ 入院患者の持参薬の内容を確認した上で、医師に対し、服薬計画を提案するな
ど、当該患者に対する薬学的管理を行うこと。

⑧ 定期的に患者の副作用の発現状況の確認等を行うため、処方内容を分割して
調剤すること。
⑨ 抗がん剤等の適切な無菌調製を行うこと。

平成25年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査と
アウトカムの評価研究

研究代表者 安原 眞人（東京医科歯科大学医学部附属病院）
分担研究者 佐々木 均（長崎大学病院）

吉山 友二（北里大学薬学部）
研究協力者 安部 好弘（日本薬剤師会常務理事）

奥田 真弘（三重大学医学部附属病院）
川上 純一（浜松医科大学医学部附属病院）
北田 光一（日本病院薬剤師会会長）
鈴木 洋史（東京大学医学部附属病院）
土屋 文人（日本病院薬剤師会副会長・日本薬剤師会副会長）
中澤 一純（日本医療薬学会事務局長）
橋田 亨 （神戸市立医療センター中央市民病院）
舟越 亮寛（大船中央病院）
松原 和夫（京都大学医学部附属病院）
宮﨑 長一郎（長崎県薬剤師会会長・日本薬剤師会理事）
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薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査と
アウトカムの評価研究

平成25～27年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

チーム医療

医療に従事する多種多様な医療スタッフ
が、各々の高い専門性を前提に、目的と
情報を共有し、業務を分担しつつも互いに
連携・補完し合い、患者の状況に的確に
対応した医療を提供すること

チーム医療の推進に関する検討会報告書（平成22年3月19日）

チーム医療推進分担研究

• プロトコルに基づく薬物治療管理(PBPM)
•チーム医療によるアウトカム評価

医療の質
安全性
経済性
医療従事者の負担軽減

•日本病院薬剤師会による実践事例収集
•日本薬剤師会による実践事例収集

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の
調査とアウトカムの評価研究

平成25～27年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

平成25年度：先行事例収集

平成26年度：アウトカム評価

平成27年度：実践的方法論

プロトコールに基づく薬物治療管理
（PBPM）導入マニュアル Ver.1

平成28年3月26日

一般社団法人 日本医療薬学会

在宅（地域）医療推進分担研究

•かかりつけ薬局機能をもった在宅医療提供
薬局を推進するための新たな基準作成

薬局の求められる機能とあるべき姿
（平成26年1月）

•地域包括ケアシステムの中でセルフメディ
ケーションの推進に資する薬局のあり方
について調査・検討
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3

平成28-29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
医薬品・医療機器等レギュラトリ－サイエンス政策研究事業

薬剤師が担う医療機関と薬局間の連携
手法の検討とアウトカムの評価研究

1. PBPMを外来がん化学療法に適用するため
の標準手順の確立

2. PBPMによる医療機関と薬局間の連携の
アウトカム評価

3. 連携を担う薬剤師養成のための教育資材の
開発

研究代表者 安原 眞人 帝京大学薬学部 研究協力者 本田 琢也 長崎大学病院消化器内科、がん診療ｾﾝﾀｰ

研究協力者 有澤 賢二 日本薬剤師会 〃 山本 弘史 長崎大学病院 臨床研究センター

〃
〃

遠藤 一司
奥田 真弘

日本病院薬剤師会
三重大学医学部附属病院

〃
〃

佐々木 均
上田 展也

長崎大学病院 薬剤部
アイビー薬局

〃 長久保 久仁子 メディカルファーマシィーミキ薬局 〃 天本 耕一郎 天本愛命堂調剤薬局

〃 坂東 英明 国立がん研究センター東病院消化器内科 〃 天本 祐世 天本愛命堂薬局

〃 松井 礼子 国立がん研究センター東病院薬剤部 〃 中村 優 大浦中央調剤薬局

〃 下村 直樹 日本調剤柏の葉公園薬局 〃 庵原 涼子 おおはま調剤薬局

〃 大塚 昌孝 つくし薬局 〃 大山 章久 オランダ坂薬局

〃 片倉 法明 つくし薬局光ヶ丘店 〃 末吉 智行 オリーヴ薬局

〃 砂川 優 昭和大学横浜市北部病院内科 〃 井手 厚子 ㈲海岸通り薬局

〃 縄田 修一 昭和大学横浜市北部病院薬局 〃 福地 弘充 鍵屋宮の下調剤薬局

〃 村田 勇人 クオール薬局港北店 〃 井石 政之 サンタ薬局

〃 平井 俊弘 クオール薬局つづき店 〃 吉岡 美沙紀 ちゅーりっぷ薬局

〃 藤田 大輔 徳永薬局 中川駅前薬局 〃 廣石 しおり とまと薬局

〃
〃

吉原 睦子
三宅 智

せせらぎ薬局
東京医科歯科大学医学部附属病院腫瘍センター

〃
〃

吉田 卓朗
田中 倫子

中村薬局ハヤマ店
長与薬局なの花

〃 植竹 宏之 東京医科歯科大学医学部附属病院腫瘍化学療法外科 〃 池下 修平 西浦上薬局

〃 高橋 弘充 東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部 〃 南野 潔 西時津調剤薬局

〃 永田 将司 東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部 〃 山口 隆史 野いちご調剤薬局

〃 武田 浩文 東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部 〃 池崎 尚子 浜口町薬局

〃 新田 健太郎 東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部 〃 原 繁裕 はら薬局

〃 樋口 朋子 さくら薬局御茶ノ水駅前店 〃 大西 裕子 日之出調剤薬局

〃 藤田 聡 お茶の水調剤薬局本店 〃 宮﨑 幹雄 ぶんかの森調剤薬局

〃 立松 三千子 愛知県がんセンター中央病院 薬剤部 〃 下坂 健 ミツバチ薬局片淵店

〃 水野 靖也 愛知県がんセンター中央病院 薬剤部 〃 宮﨑 理惠 宮﨑薬局

〃 楠 清美 あすか薬局 〃 宮﨑 長一郎 宮﨑薬局バス通り店

〃 秋山 理恵 三聖堂薬局自由ヶ丘店 〃 小林 文恵 やすらぎ薬局

〃 森 敏行 エムハート薬局自由ヶ丘店 〃 竹中 清美 よしむた薬局

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

中嶋 麻秩子
玉水 誠
河野 誠司
猪子 幸生
前田 理沙
苺谷 育克
日高 重和
小林 和真

日本調剤徳川山薬局
たまみず薬局
クオール薬局自由ヶ丘店
もちの木薬局守山店
フラワー薬局丸の内店
フラワー薬局砂田橋店
長崎大学病院腫瘍外科
長崎大学病院移植・消化器外科

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

水﨑 直文
今川 文男
原 陽介
秋吉 隆治
今泉 宗子
水野 和美
草野 リエ
星 隆弘

ライン薬局
あいず薬局
三星堂薬局
どりぃむ薬局
ななしま薬局
丸一薬局
リーベ薬局
日本医療薬学会

研究班組織（日本医療薬学会、日本臨床腫瘍薬学会、日本薬剤師会、日本病院薬剤師会）

病院 かかりつけ薬局

患者

外来医師

薬剤部

①受診

②処方箋発行
・説明書交付
＋診療情報交付

③処方箋提出
＋診療情報提出

④薬剤・説明書交付

かかりつけ薬剤師

⑤電話フォローアップ

⑥チェックシートFAX

⑦報告・提案⑧指示
⑧指示

⑧指示

PBPM

PBPMによる外来抗がん薬治療
PBPM用資料

• 病院用テレフォンフォローアップの手順書
• 薬局用テレフォンフォローアップの手順書
• テレフォンフォローアップ実施時の副作用確認の
手引き書

• 患者情報提供用紙
（病院→薬局、お薬手帳貼付用）

• お薬サポートダイヤル予約票
• トレーシングレポート

13 14

15 16

17 18

－34－

P00-85.indd   34 2020/03/19   8:20:57



2

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の調査と
アウトカムの評価研究

平成25～27年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

チーム医療

医療に従事する多種多様な医療スタッフ
が、各々の高い専門性を前提に、目的と
情報を共有し、業務を分担しつつも互いに
連携・補完し合い、患者の状況に的確に
対応した医療を提供すること

チーム医療の推進に関する検討会報告書（平成22年3月19日）

チーム医療推進分担研究

• プロトコルに基づく薬物治療管理(PBPM)
•チーム医療によるアウトカム評価

医療の質
安全性
経済性
医療従事者の負担軽減

•日本病院薬剤師会による実践事例収集
•日本薬剤師会による実践事例収集

薬剤師が担うチーム医療と地域医療の
調査とアウトカムの評価研究

平成25～27年度厚生労働科学研究費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）

平成25年度：先行事例収集

平成26年度：アウトカム評価

平成27年度：実践的方法論

プロトコールに基づく薬物治療管理
（PBPM）導入マニュアル Ver.1

平成28年3月26日

一般社団法人 日本医療薬学会

在宅（地域）医療推進分担研究

•かかりつけ薬局機能をもった在宅医療提供
薬局を推進するための新たな基準作成

薬局の求められる機能とあるべき姿
（平成26年1月）

•地域包括ケアシステムの中でセルフメディ
ケーションの推進に資する薬局のあり方
について調査・検討
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3

平成28-29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
医薬品・医療機器等レギュラトリ－サイエンス政策研究事業

薬剤師が担う医療機関と薬局間の連携
手法の検討とアウトカムの評価研究

1. PBPMを外来がん化学療法に適用するため
の標準手順の確立

2. PBPMによる医療機関と薬局間の連携の
アウトカム評価

3. 連携を担う薬剤師養成のための教育資材の
開発

研究代表者 安原 眞人 帝京大学薬学部 研究協力者 本田 琢也 長崎大学病院消化器内科、がん診療ｾﾝﾀｰ

研究協力者 有澤 賢二 日本薬剤師会 〃 山本 弘史 長崎大学病院 臨床研究センター

〃
〃

遠藤 一司
奥田 真弘

日本病院薬剤師会
三重大学医学部附属病院

〃
〃

佐々木 均
上田 展也

長崎大学病院 薬剤部
アイビー薬局

〃 長久保 久仁子 メディカルファーマシィーミキ薬局 〃 天本 耕一郎 天本愛命堂調剤薬局

〃 坂東 英明 国立がん研究センター東病院消化器内科 〃 天本 祐世 天本愛命堂薬局

〃 松井 礼子 国立がん研究センター東病院薬剤部 〃 中村 優 大浦中央調剤薬局

〃 下村 直樹 日本調剤柏の葉公園薬局 〃 庵原 涼子 おおはま調剤薬局

〃 大塚 昌孝 つくし薬局 〃 大山 章久 オランダ坂薬局

〃 片倉 法明 つくし薬局光ヶ丘店 〃 末吉 智行 オリーヴ薬局

〃 砂川 優 昭和大学横浜市北部病院内科 〃 井手 厚子 ㈲海岸通り薬局

〃 縄田 修一 昭和大学横浜市北部病院薬局 〃 福地 弘充 鍵屋宮の下調剤薬局

〃 村田 勇人 クオール薬局港北店 〃 井石 政之 サンタ薬局

〃 平井 俊弘 クオール薬局つづき店 〃 吉岡 美沙紀 ちゅーりっぷ薬局

〃 藤田 大輔 徳永薬局 中川駅前薬局 〃 廣石 しおり とまと薬局

〃
〃

吉原 睦子
三宅 智

せせらぎ薬局
東京医科歯科大学医学部附属病院腫瘍センター

〃
〃

吉田 卓朗
田中 倫子

中村薬局ハヤマ店
長与薬局なの花

〃 植竹 宏之 東京医科歯科大学医学部附属病院腫瘍化学療法外科 〃 池下 修平 西浦上薬局

〃 高橋 弘充 東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部 〃 南野 潔 西時津調剤薬局

〃 永田 将司 東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部 〃 山口 隆史 野いちご調剤薬局

〃 武田 浩文 東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部 〃 池崎 尚子 浜口町薬局

〃 新田 健太郎 東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部 〃 原 繁裕 はら薬局

〃 樋口 朋子 さくら薬局御茶ノ水駅前店 〃 大西 裕子 日之出調剤薬局

〃 藤田 聡 お茶の水調剤薬局本店 〃 宮﨑 幹雄 ぶんかの森調剤薬局

〃 立松 三千子 愛知県がんセンター中央病院 薬剤部 〃 下坂 健 ミツバチ薬局片淵店

〃 水野 靖也 愛知県がんセンター中央病院 薬剤部 〃 宮﨑 理惠 宮﨑薬局

〃 楠 清美 あすか薬局 〃 宮﨑 長一郎 宮﨑薬局バス通り店

〃 秋山 理恵 三聖堂薬局自由ヶ丘店 〃 小林 文恵 やすらぎ薬局

〃 森 敏行 エムハート薬局自由ヶ丘店 〃 竹中 清美 よしむた薬局

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

中嶋 麻秩子
玉水 誠
河野 誠司
猪子 幸生
前田 理沙
苺谷 育克
日高 重和
小林 和真

日本調剤徳川山薬局
たまみず薬局
クオール薬局自由ヶ丘店
もちの木薬局守山店
フラワー薬局丸の内店
フラワー薬局砂田橋店
長崎大学病院腫瘍外科
長崎大学病院移植・消化器外科

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

水﨑 直文
今川 文男
原 陽介
秋吉 隆治
今泉 宗子
水野 和美
草野 リエ
星 隆弘

ライン薬局
あいず薬局
三星堂薬局
どりぃむ薬局
ななしま薬局
丸一薬局
リーベ薬局
日本医療薬学会

研究班組織（日本医療薬学会、日本臨床腫瘍薬学会、日本薬剤師会、日本病院薬剤師会）

病院 かかりつけ薬局

患者

外来医師

薬剤部

①受診

②処方箋発行
・説明書交付
＋診療情報交付

③処方箋提出
＋診療情報提出

④薬剤・説明書交付

かかりつけ薬剤師

⑤電話フォローアップ

⑥チェックシートFAX

⑦報告・提案⑧指示
⑧指示

⑧指示

PBPM

PBPMによる外来抗がん薬治療
PBPM用資料

• 病院用テレフォンフォローアップの手順書
• 薬局用テレフォンフォローアップの手順書
• テレフォンフォローアップ実施時の副作用確認の
手引き書

• 患者情報提供用紙
（病院→薬局、お薬手帳貼付用）

• お薬サポートダイヤル予約票
• トレーシングレポート
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4

プロトコールに基づく経口抗がん薬治療管理の効果を
実証する調査

【調査対象患者】
2016年11月25日～2018年2月28日までの間に、対象医療機関
（国立がん研究センター東病院、昭和大学横浜市北部病院、東
京医科歯科大学医学部附属病院、長崎大学病院、愛知がんセン
ター中央病院）において、経口抗がん剤による外来化学療法とし
て抗がん薬（ティーエスワンもしくはゼローダ）を処方され、共同
研究施設である薬局（日本調剤柏の葉公園薬局、つくし薬局、ク
オール薬局港北店、同つづき店、徳永薬局中川駅前薬局、せせ

らぎ薬局、さくら薬局御茶ノ水駅前店、お茶の水調剤薬局本店、
長崎市薬剤師会所属33薬局、名古屋市内あすか薬局他8薬局）
にて調剤を受け、調査研究への参加に同意した患者。

登録患者数：129名（2018年2月21日現在）
トレーシングレポート数：428件

分類 定義

①緊急入院
テレフォンフォローアップの内容を病院へすぐ（電話等で）連絡し、緊急入院へ至った事例
（③と重複せず、①を優先評価）

②予定外受診
テレフォンフォローアップの内容を病院へすぐ（電話等で）連絡し、予定外受診となった事例
（③と重複せず、②を優先評価）

③抗がん剤の休薬 テレフォンフォローアップの内容を病院へすぐ（電話等で）連絡し、カペシタビンやS-1がその時点で休薬となった事例

④処方提案（処方あり）

テレフォンフォローアップ後のトレーシングレポートにより、処方提案や他科への受診提案を行い、処方追加・変更や
他科受診を実施した事例
（⑤と重複せず、④を優先評価）

⑤処方提案（処方なし）

テレフォンフォローアップ後のトレーシングレポートにより、処方提案や他科への受診提案を行った事例
※医薬品又は薬効分類、他科診療科などが明記されている場合：例）支持療法、不足薬剤の補充、医療用麻薬の追
加・増減、皮膚科や眼科などの診療科を指定して提案 （④と重複せず、④を優先評価）

⑥支持療法の使用指導 テレフォンフォローアップにおいて、副作用に対して、患者の手持ちの支持療法薬を指定して使用を促した事例

⑦対処療法指導・不安軽減
テレフォンフォローアップにおいて、副作用に対して、その不安解消や副作用に対する対処療法の指導を行った事例
（具体的に支持療法薬の使用を促したものは⑥）

⑧ノンアドヒアランス回避
（抗がん薬）

テレフォンフォローアップにおいて、抗がん剤のアドヒアランスの低下や服用期間、休薬期間の誤りを発見し、指導した
事例

⑨病院薬局相互確認
テレフォンフォローアップ後のトレーシングレポートの内容について、病院と薬局が詳細情報の確認を行った事例

※両者が確認を取る事で患者に疑問を解決し、経過観察となった事例

⑩特別な対応なく経過観察
テレフォンフォローアップ後のトレーシングレポートの内容が、副作用なし又はG1程度の軽微な副作用であり、特別な
対応なく経過観察した事例

⑪その他 その他（後で振り分けを協議）

テレフォンフォローアップによる介入アウトカムの分類
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平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）

かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との
連携に関する調査研究

平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）

かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との
連携に関する調査研究

研究代表者 安原 眞人（帝京大学薬学部）
分担研究者 赤池 昭紀（京都大学大学院薬学研究科）

長谷川洋一（名城大学薬学部）
研究協力者 有沢 賢二（日本薬剤師会） 安藤 崇仁（帝京大学薬学部）
奥田 真弘（三重大学医学部附属病院） 遠藤 一司（日本臨床腫瘍薬学会）
亀井美和子（日本大学薬学部） 川澄 賢司（国立がん研究センター東病院）
桒原 健 （日本病院薬剤師会） 小枝 伸行（八尾市立病院事務局）
佐々木 均（長崎大学病院） 下村 直樹（日本調剤柏の葉公園薬局）
鈴木 匡 （名古屋市立大学薬学研究科） 高橋 寛 （岩手医科大学薬学部）
高橋 弘充（東京医科歯科大学医学部附属病院） 立松三千子（愛知県がんセンター）
土屋 雅美（宮城県立がんセンター） 長久保久仁子（メディカルファーマシィーミキ薬局）
永田 将司（東京医科歯科大学医学部附属病院） 縄田 修一（昭和大学横浜市北部病院）
星 隆弘 （日本医療薬学会） 松井 礼子（国立がん研究センター東病院）
村田 勇人（クオール薬局港北店） 安野 伸浩（帝京大学医学部附属病院）
吉澤 朝枝（栃木県立がんセンター） 山本 真也（静岡県健康福祉部生活衛生局）
山本 弘史（長崎大学病院臨床研究センター）
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プロトコールに基づく経口抗がん薬治療管理の効果を
実証する調査

【調査対象患者】
2016年11月25日～2018年2月28日までの間に、対象医療機関
（国立がん研究センター東病院、昭和大学横浜市北部病院、東
京医科歯科大学医学部附属病院、長崎大学病院、愛知がんセン
ター中央病院）において、経口抗がん剤による外来化学療法とし
て抗がん薬（ティーエスワンもしくはゼローダ）を処方され、共同
研究施設である薬局（日本調剤柏の葉公園薬局、つくし薬局、ク
オール薬局港北店、同つづき店、徳永薬局中川駅前薬局、せせ

らぎ薬局、さくら薬局御茶ノ水駅前店、お茶の水調剤薬局本店、
長崎市薬剤師会所属33薬局、名古屋市内あすか薬局他8薬局）
にて調剤を受け、調査研究への参加に同意した患者。

登録患者数：129名（2018年2月21日現在）
トレーシングレポート数：428件

分類 定義

①緊急入院
テレフォンフォローアップの内容を病院へすぐ（電話等で）連絡し、緊急入院へ至った事例
（③と重複せず、①を優先評価）

②予定外受診
テレフォンフォローアップの内容を病院へすぐ（電話等で）連絡し、予定外受診となった事例
（③と重複せず、②を優先評価）

③抗がん剤の休薬 テレフォンフォローアップの内容を病院へすぐ（電話等で）連絡し、カペシタビンやS-1がその時点で休薬となった事例

④処方提案（処方あり）

テレフォンフォローアップ後のトレーシングレポートにより、処方提案や他科への受診提案を行い、処方追加・変更や
他科受診を実施した事例
（⑤と重複せず、④を優先評価）

⑤処方提案（処方なし）

テレフォンフォローアップ後のトレーシングレポートにより、処方提案や他科への受診提案を行った事例
※医薬品又は薬効分類、他科診療科などが明記されている場合：例）支持療法、不足薬剤の補充、医療用麻薬の追
加・増減、皮膚科や眼科などの診療科を指定して提案 （④と重複せず、④を優先評価）

⑥支持療法の使用指導 テレフォンフォローアップにおいて、副作用に対して、患者の手持ちの支持療法薬を指定して使用を促した事例

⑦対処療法指導・不安軽減
テレフォンフォローアップにおいて、副作用に対して、その不安解消や副作用に対する対処療法の指導を行った事例
（具体的に支持療法薬の使用を促したものは⑥）

⑧ノンアドヒアランス回避
（抗がん薬）

テレフォンフォローアップにおいて、抗がん剤のアドヒアランスの低下や服用期間、休薬期間の誤りを発見し、指導した
事例

⑨病院薬局相互確認
テレフォンフォローアップ後のトレーシングレポートの内容について、病院と薬局が詳細情報の確認を行った事例

※両者が確認を取る事で患者に疑問を解決し、経過観察となった事例

⑩特別な対応なく経過観察
テレフォンフォローアップ後のトレーシングレポートの内容が、副作用なし又はG1程度の軽微な副作用であり、特別な
対応なく経過観察した事例

⑪その他 その他（後で振り分けを協議）

テレフォンフォローアップによる介入アウトカムの分類
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そう思う、やや思うの比率：84％
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平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）

かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との
連携に関する調査研究

平成30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）

かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との
連携に関する調査研究

研究代表者 安原 眞人（帝京大学薬学部）
分担研究者 赤池 昭紀（京都大学大学院薬学研究科）

長谷川洋一（名城大学薬学部）
研究協力者 有沢 賢二（日本薬剤師会） 安藤 崇仁（帝京大学薬学部）
奥田 真弘（三重大学医学部附属病院） 遠藤 一司（日本臨床腫瘍薬学会）
亀井美和子（日本大学薬学部） 川澄 賢司（国立がん研究センター東病院）
桒原 健 （日本病院薬剤師会） 小枝 伸行（八尾市立病院事務局）
佐々木 均（長崎大学病院） 下村 直樹（日本調剤柏の葉公園薬局）
鈴木 匡 （名古屋市立大学薬学研究科） 高橋 寛 （岩手医科大学薬学部）
高橋 弘充（東京医科歯科大学医学部附属病院） 立松三千子（愛知県がんセンター）
土屋 雅美（宮城県立がんセンター） 長久保久仁子（メディカルファーマシィーミキ薬局）
永田 将司（東京医科歯科大学医学部附属病院） 縄田 修一（昭和大学横浜市北部病院）
星 隆弘 （日本医療薬学会） 松井 礼子（国立がん研究センター東病院）
村田 勇人（クオール薬局港北店） 安野 伸浩（帝京大学医学部附属病院）
吉澤 朝枝（栃木県立がんセンター） 山本 真也（静岡県健康福祉部生活衛生局）
山本 弘史（長崎大学病院臨床研究センター）
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安原班：

かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との連携に関する調査
研究

1．プロトコールに基づく経口抗がん薬治療管理の効果を実証
する調査

2．薬局の情報共有に関する調査
3．DVD アンケート調査
4．処方箋の記載内容調査

長谷川班：

薬剤師の需給動向の予測および薬剤師の専門性確保に必要な
研修内容等に関する研究

赤池班：
登録販売者の資質向上のあり方に関する調査研究

研究報告書⇒厚生労働科学研究成果データベース
https://mhlw-grants.niph.go.jp/niph/search/NIDD02.do?resrchNum=201824022A
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7

令和元年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）

かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との
連携に関する調査研究

研究代表者 安原 眞人（帝京大学薬学部）
分担研究者 赤池 昭紀（京都大学大学院薬学研究科）
研究協力者 有沢 賢二（日本薬剤師会） 安藤 崇仁（帝京大学薬学部）
奥田 真弘（大阪大学医学部附属病院） 遠藤 一司（日本臨床腫瘍薬学会）
亀井美和子（日本大学薬学部） 川澄 賢司（国立がん研究センター東病院）
桒原 健 （日本病院薬剤師会） 小枝 伸行（八尾市立病院事務局）
佐々木 均（長崎大学病院） 塩川 満 （聖隷横浜病院）
下村 直樹（日本調剤柏の葉公園薬局） 鈴木 匡 （名古屋市立大学薬学研究科）
高橋 寛 （岩手医科大学薬学部） 高橋 弘充（東京医科歯科大学医学部附属病院）
立松三千子（愛知県がんセンター） 土屋 雅美（宮城県立がんセンター）
長久保久仁子（メディカルファーマシィーミキ薬局）
永田 将司（東京医科歯科大学医学部附属病院） 縄田 修一（昭和大学横浜市北部病院）
星 隆弘 （日本医療薬学会） 松井 礼子（国立がん研究センター東病院）
村田 勇人（クオール薬局港北店） 安野 伸浩（帝京大学医学部附属病院）

吉澤 朝枝（栃木県立がんセンター） 山本 真也（静岡県健康福祉部生活衛生局）
山本 弘史（長崎大学病院臨床研究センター）

プログラム
＜座長＞高橋弘充（東京医科歯科大学医学部附属病院薬剤部）

安野伸浩（帝京大学医学部附属病院薬剤部）
13:00 開会挨拶： 奥田真弘（日本医療薬学会、大阪大学医学部附属病院薬剤部）

13:05 かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との連携に関する調査研究：趣旨説明
安原眞人（帝京大学薬学部）

13:20 長崎県における経口抗がん薬のPBPM
佐々木均（長崎大学病院薬剤部）

13:50 全国の薬局の情報共有に関する調査結果と八尾地域での取組
小枝伸行（八尾市立病院事務局）

14:20 昭和大学横浜市北部病院地域での緩和領域のPBPMへの取組
縄田修一（昭和大学横浜市北部病院薬局）
村田勇人（クオール薬局港北店）

14:40 休息（15分）

＜座長＞有澤賢二（日本薬剤師会）
山本弘史（長崎大学病院臨床研究センター）

14:55 医療機関と保険薬局の連携推進DVDの制作と連携の課題
松井礼子（国立がん研究センター東病院薬剤部）
長久保久仁子（メディカルファーマシィーミキ薬局）

15:40 特別講演： 薬機法等改正と薬剤師への期待
安川孝志 （厚生労働省医薬・生活衛生局総務課薬事企画官/医薬情報室長）

16:40 閉会挨拶： 遠藤一司（日本臨床腫瘍薬学会）
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31 32

33 34

35 36

7

令和元年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）

かかりつけ薬剤師・薬局の多機関・多職種との
連携に関する調査研究

研究代表者 安原 眞人（帝京大学薬学部）
分担研究者 赤池 昭紀（京都大学大学院薬学研究科）
研究協力者 有沢 賢二（日本薬剤師会） 安藤 崇仁（帝京大学薬学部）
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永田 将司（東京医科歯科大学医学部附属病院） 縄田 修一（昭和大学横浜市北部病院）
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1

長崎県における経口抗がん薬のPBPM

1

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地
域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生
活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現。
○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるために
も、地域包括ケアシステムの構築が重要。
○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。
○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要。

3

2019年薬機法改正
●地域連携薬局
●専門医療機関連携薬局

4

厚生労働省科学研究(関東地区：門前型）

5

薬剤師

薬局
薬剤部

外来医師

患者

病院

連

携 疑義照会

回 答

プロトコールに基づく
薬物治療管理

かかりつけ

かかりつけ
⑥患者状況提供

⑧指示

⑦
報
告
・

提
案

⑧
指
示

⑧指示 ⑤電話支援

①受診

②処方箋発行
説明書交付
＋診療情報交付

③処方箋提出
＋診療情報提出

④薬剤・薬
学的指導

同意書、患者状況提
供書

2020/3/17 6

長崎での展開

1 2

3 4

5 6
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2

エスワン・カペシタビンを含む

長崎大学病院における院外処方箋の分布

7

院外処方箋

浜口・銭座 文教・千歳 大瀬戸・琴海 戸町・深堀 滑石・式見・畝刈 滑石・葉山

本原 支部外 片渕・新大工・西山 茂木・愛宕・丸山 城栄・梁川 長与 時津

駅前・桜町・中町 東長崎 中川・栄町 浜町・万屋・銅座 籠町・新地 大浦

飽の浦・立神・福田 住吉・中園 築町・万才・元船 香焼・野母崎 平和・松山・大橋

2018年4月エスワン・カペシタビン地区別分散

30.8

10.8

1.56,24.64.6
4.61.5

エスワン・カペシタビン含処方箋地区別分散割合

厚生労働省科学研究（長崎地区）

◎処方箋が広域に出され、1薬局の該当患者が少ない
◎患者に特定薬局への誘導ができない

エスワン処方箋

ゼローダ処方箋

長崎大学病院

長崎大学病院と長崎県薬剤師会の共同研究

経口抗がん剤（エスワンとカペシタビン）の処方箋を受けた患者
を薬局でピックアップし、病院と連携でフォローする

情報提供病院 37医療機関
情報閲覧施設数 359施設
（うち調剤薬局114）
会員数 1472名 （2020年1月9日現在）

長崎地域医療情報ネットワークシステム

あじさいネット
患者さんから同意書

（患者および家族の自署）

地域医療連携室へFAX送信
（15分程度）

カルテ閲覧

○閲覧できる画面
患者プロフィール 診断名
診察記録 処方
検体検査結果 熱型表
生理学的検査結果各種ﾚﾎﾟｰﾄ
手術記録 入院サマリー

あじさいネットホームページから抜粋 http://www.ajisai-net.org/ajisai/index.htm

あじさいネットを導入している診療
所のイメージ図

長崎県版のProtocol based pharmacotherapy 
management: PBPM

長崎大学病院と長崎県薬剤師会の共同研究

・院外薬局が行うテレフォンフォローアップによるエスワン、カペシタビンの
有害事象の早期発見と患者相談・支援の効果の調査

・薬局薬剤師が聴取した副作用、服薬状況をFAXで大学病院へ報告。
・大学病院薬剤部で、電子カルテに取り込み。
・カルテ確認した主治医が外来時に患者状況を把握。
・緊急な対応が必要な場合は、別途主治医へ電話連絡。

・長崎大学病院と長崎県薬剤師会との共同研究とした。
・長崎県薬剤師会で臨床研究研修会を開催。
・研修会を受講し研究計画に合意した会員薬局。
・できるだけ多くの薬局が参加しやすい研究計画とした。

臨床研究の目的

薬局と大学病院の連携方法

長崎県版PBPMの方法

県薬事務局
患者同意書、
患者状況提供書
原本の保管

7 8

9 10

11 12

3

来局後の時系列イメージ

● 大学病院へFAX報告。大学病院薬剤部で電子カルテに取り込み。
● 主治医が外来時に患者状況の把握を行う。
● 緊急な対応が必要な場合は、別途主治医へ電話連絡を行う。

患者状況提供書（トレーシングﾚﾎﾟｰﾄ） エスワン

お薬電話支援予約票による患者支援

電話支援内容を記載

事業参加登録の状況

PBPM対象者の副作用状況 エスワンPBPM対象患者への介入例

13 14

15 16

17 18
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診察記録 処方
検体検査結果 熱型表
生理学的検査結果各種ﾚﾎﾟｰﾄ
手術記録 入院サマリー

あじさいネットホームページから抜粋 http://www.ajisai-net.org/ajisai/index.htm

あじさいネットを導入している診療
所のイメージ図

長崎県版のProtocol based pharmacotherapy 
management: PBPM

長崎大学病院と長崎県薬剤師会の共同研究

・院外薬局が行うテレフォンフォローアップによるエスワン、カペシタビンの
有害事象の早期発見と患者相談・支援の効果の調査

・薬局薬剤師が聴取した副作用、服薬状況をFAXで大学病院へ報告。
・大学病院薬剤部で、電子カルテに取り込み。
・カルテ確認した主治医が外来時に患者状況を把握。
・緊急な対応が必要な場合は、別途主治医へ電話連絡。

・長崎大学病院と長崎県薬剤師会との共同研究とした。
・長崎県薬剤師会で臨床研究研修会を開催。
・研修会を受講し研究計画に合意した会員薬局。
・できるだけ多くの薬局が参加しやすい研究計画とした。

臨床研究の目的

薬局と大学病院の連携方法

長崎県版PBPMの方法

県薬事務局
患者同意書、
患者状況提供書
原本の保管

7 8

9 10

11 12

3

来局後の時系列イメージ

● 大学病院へFAX報告。大学病院薬剤部で電子カルテに取り込み。
● 主治医が外来時に患者状況の把握を行う。
● 緊急な対応が必要な場合は、別途主治医へ電話連絡を行う。

患者状況提供書（トレーシングﾚﾎﾟｰﾄ） エスワン

お薬電話支援予約票による患者支援

電話支援内容を記載

事業参加登録の状況

PBPM対象者の副作用状況 エスワンPBPM対象患者への介入例

13 14

15 16

17 18
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カペシタビンPBPM対象患者への介入例

6

6

7

6

6

1

1

1 1

1

1

2

1

0% 50% 100%

①

②

③

④

⑤

5 4 3 2 1 記入なし

患者満足度調査

4

3

1

4

2

2

1

1

4

2

0% 50% 100%

1)

2)

3)

4)

かなり思う 少し思う
変わらない やや思わない

医師満足度調査

5

4

1

11

6

6

7

1

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1)

2)

3)

4)

かなり思う 少し思う

変わらない やや思わない

思わない 記入なし

薬剤師満足度調査

症例

・処方薬

18/7/1
PBPM調査期間

エスワン服用期間

18/12/15

・治療歴

経口抗がん薬PBPMをDOACへ拡大

•

•

•

19 20
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23 24

5

平成３１年度 薬局の連携体制整備のための検討モデル事業

おくすりネット（レセコンデータ集積）の構築・拡大

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地
域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生
活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現。
○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるために
も、地域包括ケアシステムの構築が重要。
○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。
○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要。

27

ありがとうございました

長崎ランタンフェスティバル2020/1/25～2/9

25 26

27
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